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４． 第 3章 地方産業・経済自立化モデルの構築・実践・検証  






























































































































































































































年の政策課題である地方の自立化に貢献する新たな可能性を提示した。              
































第 1章 序論―社会的課題考察に際しての基礎研究、及び、研究目的と意義― 






















































































































































































































































2001年の間、急速に積み上げられた国債累積残高 248兆円（1965年から 1996年の 32年

























































































































































































































































        出典：大塚久雄著「方法」頁 51 
 




































    ・ 明確な〈目的〉設定の下 
    ・ 〈環境〉と〈自己〉の相互分析に基き 
    ・ 目的実現に向けた〈戦略〉を構築し 
    ・ 戦略実現に最適な〈組織〉を形成し 
    ・ 戦略実現のための〈戦術〉的展開（行動論）を行い、 
    ・ 成否を〈評価〉の上、必要に応じて目的に向けた〈再挑戦〉を行う。 






































































































































































































           ∥               ∥  
④目的実現のための手段の      ⑤指揮命令系統明確化と 































上部構造 ＝＝ 文化諸活動 
                      目的      手段 
  根底的制約 
                         






































































































































































































































































































































































































































 財政は、国家、地方とも多額な残高。特に 1997～2001 の国債残高増加額は 248 兆円と











































































































































日本の総人口は、2006 年にピークを迎え 12,771 万人となり、以降、中位推計によると
2025年 12,114万人（ピーク比５％減）、2050年 10,059万人（同 21％減）2100年 6,414
万人（同 50％減）が見込まれている（図表 2－18）。 













































 高知県の人口は 1954 年に 88.3 万人でピークに達した後、高度成長期には都会への若年
 54
労働者供給により減少を続け、1970 年には、80 万人を切った。その後、1985 年迄は人口
の増加が見られたが、それ以降は，減少に転じ、2000年には 81.4万人となり、ここ 40年
間で、4 万人（5％）の減となった。この間、日本の人口は約 1.4 倍になったのとは大きな
隔たりがある。（図表 2－22、図表 2－23、図表 2－24） 
又、人口の減少傾向は今後も継続し、2030年には、70.6万人と、2000年比（81.4万人） 























































高知県の過疎地域市町村比率は大分県、北海道、鹿児島県に次ぐ第 4位で 69.8％と約 7










































































































































雇用動向を有効求人倍率で見ると、高知県の 2004年 3月は 0.45倍と前年同月比では、 
0.04の改善となったが、全国平均との乖離率で見ると、‘99年に 1.18と乖離率が最少（図 
表 2－34）になったが、2006年 3月は、乖離率が 2.07倍と幅を広げ、全国平均に比べ、雇 





















































































 高知県の製造品出荷額は 1995 年 7000 億円超をピークに下降傾向を示しており 2001 年
































別分布を見ると（図表 2-40）、従業員１～20名の会社が 92社 61％を占め、21～50名の会
社が 27社 18％、51～100名が 18社 12％、101名以上は 15社 10％である。同サンプルに
ついて、売上高の状況（一部推定値を含む）を見ると、全国会社の大規模工場 3 社の売上
が 1,420億円、地元上場企業（4社プラス関係会社 4社の合計 7社）で 413億円と、この
２グループ 11社で 1,420億円（図表 2－41）の売上となる。これに県工業会非加盟だが、
東洋電化工業 200億円(従業員 303名)、宇治電化工業の 20億円(従業員 105名)、金星製紙
38億円（従業員 141名）、山崎技研 26億円、（従業員 86名）の４社を加えた 14社合計で
は売上高が 2,117億円となり、県合計の製造品出荷額 5400億円（2002年）に対して約 40％
（厳密には売上高と製造品出荷額とは等しくない）を占めることになる。従って、県製造

































































日本の農業は、就業人口の減少（1990年 565万人→2000年 389万人と 10年で約 3割減














































































































自主流通米 51％、計画外流通米 44％となり（図表 2－51）、又、計画外流通米については、
消費者に直接販売される割合が 2001年には 51%（’99=48％）に及び、全体に占める消費者








































































































こうした目的で定められている保安林面積は、2001 年で 9,699ｈa となっており、日本の
全森林面積の 39％を占めている。 
林業の中核をなす、民有林の齢級（1級＝5年）の分布は（図表 2－61）のとおりで、齢
級 10（46～50 年生）以上の伐採最適森林は、2001 年で人工林は、23 億立米、天然林は、
17億立米（図表 2－62）に達しており、齢級 10以上の比率は、1994年の 21％から 2001









































年に 100 百万立米を少し上回ったものの、100 百万立米を割り込んで推移している（図表
2-65）。木材需要に大きな影響を与える新設住宅着戸数とその内の、木造住宅の動向を見る
と、景気停滞の影響で新設住宅個数は近時ピークの 1996 年＝164 万戸から下降し、2004










































































33 億 5千万㎥で、毎年日本の総蓄積量（34.8億立米）相当が消費されている。（図表 2






















森林面積は、590千 ha、蓄積量は 122百万立米（日本全体の 3.4％）で、民有林が 79%、
国有林が 21%である。（図表 2－75） 
 
図表2-75：森林資源現況（平成15年度末）
計 人工林 天然林等 計 人工林 天然林等
590,375 468,450 296,687 171,763 121,925 92,104 29,821
100% 79% (63) (37) 21% (73) (27)
122,257 101,122 81,606 19,516 21,135 16,957 4,178
































の齢級 10（46～50年生）以上の森林は 50千 ha足らずで、民有人工林全体に対して、
16％程度となり、日本全国の 20％よりは少ない割合となっている。しかし、齢級８，９














区　　　分 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年
１０歳代 8 2 2 5 5 13
２０歳代 87 85 80 74 81 115
３０歳代 161 158 148 146 132 152
４０歳代 360 318 294 251 237 251
５０歳代 664 633 572 530 509 504
６０歳代以上 1,231 1,139 984 933 880 879
合　　 計 2,511 2,335 2,080 1,939 1,844 1,914
















森 林 組 合 の 概 要 　   （ 単 位 ： 千 円 、 人 ）
区   分 １ ０  年 １ １  年 １ ２  年 １ ３  年 １ ４  年
組 合 数 3 3 3 3 3 2 3 2 3 2
払 込 済 出 資 金 額 1 , 6 4 6 , 9 4 4 1 , 5 3 5 , 9 1 4 1 , 7 1 7 , 2 8 8 1 , 8 0 1 , 6 2 8 1 , 8 3 6 , 9 7 6
組 合 員 数 4 0 , 1 3 4 4 0 , 1 0 8 4 0 , 0 8 0 4 0 , 0 1 4 3 9 , 3 3 5
作 業 班 員 数 1 , 2 4 9 1 , 2 3 9 1 , 1 8 2 1 , 2 9 4 1 , 1 1 6












造品出荷額の約 5％を占める産業である。事業所数は、290 事業所（2002 年の内訳は製材
164、木材チップ 54、木製品工業 85）だが、1996年当時の 404事業所に比べ 28％の減で、
製材事業所は毎年 10事業所ほどが廃業している。（図表 2－80） 
図表2-80：木材産業事業所数の推移
9年 10年 11年 12年 13年 14年 備考
製材 216 201 187 179 173 164
木材チップ 71 69 62 61 57 54 兼業含む
木製品工業 106 98 98 90 95 85 ※１
製造品出荷額（億円） 528 453 368 336 304 290 ※２
木材市場（原木） 11 11 11 9 8 8 森連共販所を含む
木材市場（製品） 6 5 5 5 6 6
[資料] 農林水産省　統計情報部「木材需給報告書」、高知県企画部統計課「高知県の工業」
 ※１：木製品工業＝（木材・木製品（家具・装備品を除く）＋家具・装備品）
                   －（一般製材＋木材チップ＋金属製家具）
 ※２：製造品出荷額＝（木材・木製品（家具・装備品を除く）＋家具・装備品）



















2001 年以降 100 億円を割り込み、更に減少が続いている。2000 年の林業粗生産額の内訳



















日本の漁業生産高の推移は、（図表 2－82）のとおりで、1982年に 2兆 9,772億円でピー
クを打ち、’85 年までは高位横ばいであったが、それ以降、減少傾向に入り、2003 年には


















































































































一方、漁業就業者人口の状況を見ると 2002年では、僅か 5,910人（自営人口 6割、雇わ
れ人口 4割）まで落ち込んでおり、1993年に比べて 27.4％の減となっている。又、高齢化
も進んでおり、2002年の 60歳以上の比率は、男性就業者の 44.2%（2001年は 42.4％）に
及び、1993年の 31.5％に比べ、高齢者の割合は一段と進行している。 









この 10 年間（1993－2002 年）の魚種別・漁業形態別動向を減少額の多い順に生産額ベ
ースで見ると、マグロ延縄の 138億円減（58％）、沿岸漁業の 106億円減（23％）、河川漁



































































































































             不況脱出の処方箋 
① 小泉路線：「改革なくして成長なし」：財政支出絞込み：供給側改革強化 








































































1997年 4月には、消費税 5％への引き上げを断行し、国債発行額は 1997年で 18兆円レベ
ルまで低下した。しかし、1997年 3月を景気の山として深刻な不況に突入し、橋本内閣の
行財政改革路線は頓挫した。 































































































・ 自主財源比率が 29パーセントと著しく低い（全国：46％） 












あったが、2005年度（平成 17年）県一般会計予算規模は 4,521億円となり 1999年の 6,490
億円に比べ 1,969億円（約 30％）減となり（図表 2－111）、又、三位一体改革の影響によ












又、県債残高も 2005年度で 7878億円が見込まれ、2005年度県財政規模の 1.74倍強と高
く、又、債務返済期間の長期化等も実施し、極めて不健全な状態に立ち至っている。県の





・ 依存財源比率が 70％と多く三位一体政策のデメリットが加速 












































































































































第 3章  地方産業・経済自立化モデルの構築・実践・検証 















































れる。これらの増産による波及効果により、雇用で 6,000 人(就業者総数の 1.5％)程度、Ｇ



































































































































① 心ある経営者と革新シナリオの合意 ② 当経営改善への役人の参画（見識の活用と
経営に関する理解の進化）と経営層の育成 ③ シナリオに基づく具体的経営改善活動 









































































 地方産業・経済活性化の方法は大別して３つ考えられる。１．中央官庁政策活用型 ２． 























 図表 3-5に即して１～３の方法に関し、もう少し詳細に見ておこう。 
 ３つの方法を評価する４つの視点を縦軸に取っているが、それは、① 特定地方に存在







































































































































































地方産業活性化への経営モデルは、図表 3－8の通りである。  






















































































素材生産 ＋ 製材・乾燥 ＝ 木材産業
 
 次に森林資源が全国的に見てどのような状況になっているか検討する。 
 図表 3－11 は、全国森林資源の状況であるが、国内森林資源量は、40 億立米存在し、
年間蓄積増加量は 0.8 億立米。国内需要供給規模は、0.88 億立米であるが、その約 82％が
外材に占有されている。国内材の供給可能量がどの程度あるのか様々な試算が出来ようが、
森林環境保持の観点から永続的循環利用林としての森林資源活用を前提に試算すると、現
在の年間国内材供給量 0.16 億立米に対し、2.5 倍程度の 0.41 億立米程度の供給が可能とな
































































































































































年は 85億円である。最盛期ピークの 1980年 344億円に比べて、四分の一に下落しており、
1996 年以降、全国ベースの下落率を上回る下降を続けている。こうした状況の中で 2003

































































































図 4 .用 材 自 給 率 と 対 米 為 替 レ ー トの 推 移
成 功 期 Ⅰ 成 功 期 Ⅱ 衰 退 期 Ⅱ衰 退 期 Ⅰ 再 活 性 化 期
50 .0 0
1 5 0 .0 0
2 5 0 .0 0
3 5 0 .0 0
4 5 0 .0 0
5 5 0 .0 0
6 5 0 .0 0










1 0 0 .0
対 米 為 替 レ ー ト
用 材 自 給 率
対 米 為 替 レ ー ト（円 ）
(年 ）
用 材 自 給 率 （％ ）
終 戦
6 0～ 6 2
木 材 輸 入 自 由 化
変 動 相 場 制 移 行
プラザ 合 意
























































































































































































































































































































































のピーク 121百万立米から 1982年の二番底 93百万立米を経て、2002年の一番底 90百万
立米へと約 30％の減少であった。衰退期は、円高による国内材の価格競争力低下の時期で
あり、グローバルな木材供給が実行された時期である。この結果、外材比率は 1985年 64.4％、







































































































































































































































































































木材需要 旺盛 安定 → 減少 低迷
外部競争者 限定的 急成長 外材供給力に動意
十分な蓄積 国有林・天然林の供給余力低下 人工林の蓄積増加
























































































































































１．山元 １．立木価格 2,000 0 0 2,000
２．素材生産 ２．造材･集材費用 6,000 0 0 6,000
３．原木出荷運賃（山元～原木市場） 0 1,750 0 1,750
４．その他経費利益（１．２．の３％） 0 0 480 480
５．素材生産費小計（２～４） 6,000 1,750 480 8,230
３．原木市場 ６．選木・はえ立て料 0 1,050 0 1,050
７．手数料（１．５．６の７％） 0 0 790 790
８．原木市場販売価格（１．５．６．７） 8,000 2,800 1,270 12,070
４．製材工場
５．製材工程 ９．原木市場での積込料 0 650 0 650
１０．原木調達運賃 0 2,000 0 2,000
１１．Ｇ製材品素材原価（８～１０÷５２％:製材利用率） 15,385 10,480 2,445 28,310
0
１２．製材加工費（Ｇ製材品対応） 15,000 0 0 15,000
１３．製材品原価（Ｇ製材品対応）(１１＋１２） 30,385 10,480 2,445 43,310
６．乾燥工程 １４．乾燥加工費 6,000 0 0 6,000
１５．ＫＤ乾燥製品素材原価（13～14÷９５％：乾燥利用率） 38,300 11,030 2,575 51,905
１６．製品出荷運賃（製材工場～製品市場） 0 600 0 600
１７．製材工場利益（１５～１６×２．５％） 0 0 1,315 1,315
0
１８．製材工場販売価格（１５・１６・１７） 38,300 11,630 3,890 53,820
７．製品市場 19.はえたて料 0 950 0 950
２０．手数料（１８～１９×９％） 0 0 4,930 4,930
２１．製品市場販売価格（１８～２０） 38,300 12,580 8,820 59,700
８．問屋 ２２．製品市場での積込料 0 350 0 350
２３．製品引取運賃（地方～大都市圏） 0 7,000 0 7,000
２４．問屋経費利益 0 0 5,000 5,000
２５．問屋出荷価格 38,300 19,930 13,820 72,050
９．工務店 ２６．工務店仕入れ価格 0 0 0 72,050
53.16% 100%
２７．参考：物流、販売費用・経費・利益 19,930 13,820 33,750
27.66% 0 46.84%
２８.一貫化によるコスト削減可能額 -18,180 -13,820 -32,000
２９.一貫化によるコスト増加額 5,000 5,000
３０.一貫化後の物流、販売費用・経費・利益 6,750 6,750
３１.一貫化後の総原価 38,300 6,750 0 45,050
1m3当り原価構成表
        （資料）高知県森林局資料を参考に聞き取りを行い作成 
 
 図表 3－30は、国内木材産業のコスト競争力強化の可能性についてまとめたものである。 
























































































更に素材の安定大量確保の為には、図表 3－27 の 2－2．「立・原木等素材の調達ルート
の多様化」を要し、素材生産業者との直接取引、国有林のシステム販売への参入、自社で
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 ここでは経営戦略の概況を説明する。  
ソニアの経営基本指針は、今後国内材製材会社として全国的な競争場裡でも存立しえる


























































て、2006 年 6 月の 2006 会計年度開始からは 2 直操業への試みを開始し、2007 年 5 月の
2006 会計年度末月には月間 2,200 立米の達成を目指す。更に 2007 会計年度では、3 直の
生産体制確立へ挑戦し、年度末には月間 3,300 立米の達成を目指す。当中期計画の最終年







































































































































の各種経営指標に関する目標増加倍率は、売上高：6.8 倍、年間木材投入量：7.4 倍、1 シ
フト当り木材投入量 1.9倍、年間稼働日数：1.3倍、人員数：2.2倍、人的生産性：3.4倍と
し、利益増加（改善額）は、2.5億円から 3億円を目指す。一人当たりの年間生産量は 2004



















































































































効果も含めて、雇用で 6,000人程度（高知県就業者総数の 1.5％。最大で 8,000人程度の
増加が試算されるが、生産負荷の増加に際して合理化が行われることを勘案し 6,000人程





























































































































































































































































 図表 3－42のとおり、高知県の木材生産の増加額は 204億円で、一般製材品出荷の増加
額は、466億円である。これを前提に高知県木材産業活性化による経済波及効果を試算した
のが図表 3－43であり、直接効果と 1,2次効果について経済波及効果を試算すると 889億





















































































































































































それがは、図表 4－2の通りである。  












































































































































































































































































































































１．International Activities Committee、Japan Society of Civil Engineers、
「Analyzing Decline Mechanism of Local Industries and Direction How to  
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